
１ はじめに

日本の放送法は、放送局に対し番組編集の自由

を保障する一方、視聴者の効用の観点から、放送

番組を４つのジャンルに区分した上で、ジャンル

間の調和を保つことを要請している１）。本論文で

は、放送法に番組調和原則と呼ばれる規定がある

中で、地上放送局がどのような番組編成をとって

きたのか、ジャンルを単位とする番組編成の定量

的分析を行う。

２０年以上の期間にわたる番組編成の推移を俯瞰

すると、ジャンル別放送時間のバランスには変化

が見られる。ビデオリサーチは、１９８７年から年間

のレギュラー番組を１６のジャンルに分類し、終日

あるいは時間帯別にジャンル別放送時間等のデー

タを『テレビ視聴率年報』に掲載している。ビデ

オリサーチのデータによると、ジャンル別放送時

間は、１９時台から２２時台のプライムタイムの方

が、再放送を含む終日を対象とするよりも、時系

列での変化は大きく２）、とりわけ、娯楽的要素が

強い芸能の放送時間の増加が顕著であったことが

示される。この年報から、番組編成の全般的な変

化を把握することができるが、対象とする放送局

の集計値のみが掲載されており、どの放送局の番

組編成方針の変更が、ジャンル別放送時間比率に

変化をもたらしたのかを探ることはできない。ビ

デオリサーチのデータの制約を踏まえ、本論文の

目的は、次の２つである。第１の目的は、関東地

域全域を業務区域とする NHKと、いわゆる在京

キー局５局の各局別データを収集することによっ

て、地上放送局毎の番組編成の特徴と変化の状況

を把握することである。ここで、NHKと民間放
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送局の番組編成の相違点から、公共放送の意義に

ついても考察する。

第２の目的は、新たなチャンネルの登場による

地上放送局の番組編成への影響を分析することで

ある。２０００年に放送衛星を介したデジタル方式の

衛星放送（以下、「BSデジタル放送」という）

が始まった。当初からの BSデジタル放送の提供

者には、NHK、ならびに、５局の在京キー局と

資本関係を有する放送局が含まれていた３）。NHK

は１９８０年代より BSアナログ放送を提供していた

が、在京キー局は、BSデジタル放送の開始に

よって、別会社ではあるものの、地上放送の１

チャンネルに加え、新たなチャンネルを獲得した

ことになる。本論文では、BSデジタル放送開始

以前からの地上放送局の番組編成を分析すること

によって、チャンネルの追加が、地上放送局の番

組編成と視聴者の番組ジャンルの選択の幅に与え

た影響を考察する。

以下、第２節ではこれまでの放送の番組編成に

関する研究をサーベイし、第３節で今回の分析方

法を説明する。第４節は分析結果とその考察、第

５節が結語である。

２ 既存研究

放送局の番組編成が、視聴者にどの程度の選択

肢を与えているのかは、番組ジャンルの多様性の

問題として、これまでにも欧米を中心に議論され

てきた。番組ジャンルの多様性を測る代表的な指

標には、垂直的多様性と水平的多様性がある４）。

前者は、一つの放送局で、どの程度、ジャンル別

の放送番組がバランス良く編成されているのかを

みるもので、放送法におけるいわゆる番組調和原

則が、これに該当する。後者は、視聴可能な複数

の放送局において、同じ時間帯での視聴者の番組

ジャンルの選択の幅を示す。具体的には、時間帯

を区切り、その同一時間帯における重複を除く番

組ジャンル数で計測される。

垂直的番組ジャンルの多様性指標は、市場集中

度を計測するハーフィンダール・ハーシュマン指

数に対応して、番組ジャンル毎の放送時間比率の

２乗和で計測する方法（以下、「HHI」という）

や、エントロピー指数で計測する方法に大別され

る。海外における番組ジャンルの多様性の計測事

例 で あ る Litman（１９７９）、Grant（１９９４）、Lin

（１９９５）、Napoli（１９９７）、Li and Chiang（２００１）

や Einstein（２００４a，b）は、HHIで多様性を計

測した。Einstein（２００４a，b）は、米国の三大ネッ

トワークの行動を制限した連邦通信委員会

（FCC）の規則適用中に多様性が低下したこと

を示し、台湾の三大ネットワークの番組ジャンル

の多様性を計測した Li and Chiang（２００１）は、

競争が進展した時期の方が、多様性は低下したこ

とを明らかにした。また、エントロピー指数を用

いた多様性の実証研究事例には、Wakshlag and

Adams（１９８５）、Ishikawa et al .（１９９４）やHillve

et al .（１９９７）等がある５）。

放送局数の増加の多様性への影響については、

McDonald and Lin（２００４）が、米国のネットワー

クの参入を題材に実証分析を行った。McDonald

and Linの結論は、ネットワークの参入は、番組

ジャンルの選択肢の増加に貢献したが、既存の

ネットワークの番組編成に大きな変化は見られな

かったというものである。

日本の番組ジャンルの多様性についての実証研

究には、Oba（２００４）、浅井（２０１０，２０１１a）があ

る。Obaは、２００２年８月平日５日間の１８時台か

ら２２時台の NHK、在京キー局、独立局２局、衛

星放送５チャンネル及び２７の基本ケーブル・チャ

ンネルを対象に、番組ジャンルを単位に垂直的多

様性と水平的多様性を計測した。浅井（２０１０）

は、２００９年８月第１週の終日の NHK総合チャン

ネル、在京キー局、独立局１局を対象に垂直的多

様性と水平的多様性等を計測した。浅井（２０１０）

では、公共放送である NHKとこれ以外の民間放

送局、民間放送局の中では、在京キー局と独立局

という形態が異なる放送局間で番組編成の相違が

大きいことを示した。また、浅井（２０１１a）は、

地上放送局と BSデジタル放送局の番組ジャンル

の多様性を計測するとともに、Hellman（２００１）

の乖離指数を使って、放送局の差別化の程度につ

いて実証分析を行った。NHKの３つの BSデジ
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タル放送チャンネルでは、番組ジャンル別放送時

間の偏りは大きいが、３チャンネルを合わせる

と、番組ジャンル別放送時間は平準化されるこ

と、テレビ東京と BSジャパンの番組編成は類似

点が多いが、これ以外の資本関係のある地上放送

局と BSデジタル放送局間では、重視する番組

ジャンルが異なり、競合を避けた番組編成である

ことが報告されている。ここでは、２０１０年の地上

放送局と BSデジタル放送局の番組編成の関係が

明らかにされているが、地上放送局の番組編成

が、BSデジタル放送局の登場によって変化した

か否かについては、分析の対象外である。

３ 分析方法

本論文の対象は、総合編成をとり、関東地域全

域で放送サービスを提供している NHKの総合

チャンネルと在京キー局と総称される日本テレビ

放送網、TBSテレビ、フジテレビジョン、テレ

ビ朝日、テレビ東京である６）。分析期間は、以下

の理由から、１９８５年から２０１０年までの２６年間とし

た。NHKの収入は受信料収入であるが、民間放

送局の収入の多くは広告費であり、その広告費の

水準は、景気動向や広告を提供する他メディアと

の競争状況に依存する。１９８０年代後半の日本経済

は好景気であったが、１９９０年代前半のいわゆるバ

ブル崩壊後、全般的には景気低迷の状態にある。

また、媒体別広告費については、電通の調査によ

ると、２０００年代ではインターネットや衛星放送の

広告費が伸びている一方、テレビ、ラジオ、新

聞、雑誌という伝統的な広告媒体の広告費は減少

傾向にある。したがって、１９８５年を分析の起点と

することで、日本経済が好景気であった時期か

ら、景気低迷と他メディアとの競争進展の時期を

分析対象にすることができる。

放送局毎に番組編成を分析するには、放送され

た番組をジャンル別に分類し、番組ジャンル別に

放送時間を集計する必要がある。放送局の番組編

成は、基本的に１年を４月から９月まで、１０月か

ら翌年３月までに分けて行われる。最近では、編

成前後の数週間は特別番組が放送されることが多

いため、通常の編成がとられていた８月第１週と

１１月第３週を原則的な調査対象週とした７）。番組

ジャンルは、BSデジタル放送との関連性を見る

ため、BSデジタル放送が重視する番組ジャンル

を独立の項目とする次の２０区分、バラエティ、

トーク、ワイドショー、ニュース、日本のドラ

マ、韓国のドラマ、韓国以外の海外のドラマ、邦

画、韓国の映画、韓国以外の海外の映画、アニ

メ、ドキュメンタリー、スポーツ、音楽、クイズ、

劇場公演、科学、旅行・紀行、料理、ミニ番組と

した８）。この区分は、BSデジタル放送の分析を

行った浅井（２０１１a）と同じである。浅井（２０１０）

では終日を対象としたが、本論文では、浅井

（２０１１a）と同様に、１９時台から２２時台のプライ

ムタイムに分析対象を絞った。分析対象をプライ

ムタイムとした第１の理由は、この時間帯では、

幅広い世代の多くの者がテレビを視聴することか

ら、広告費の単価が高く、放送局が最も力を入れ

て番組を編成する時間帯であることである。第２

の理由は、番組を録画し、時間をずらして番組を

視聴する形態もあるが、多くの場合、視聴者は番

組表にしたがって番組を視聴する９）。番組表に基

づく視聴を前提とすると、平日昼間や深夜帯で

は、生活行動のパターンから、視聴者層は異な

る１０）。そのような状況で、地上放送と BSデジタ

ル放送という複数のチャンネル間の関係を終日を

対象とする番組ジャンル別放送時間比率でみた場

合、同一視聴者の奪い合いの視点は薄れる。放送

局の視聴者の獲得を意図した番組編成を分析する

には、終日の分析よりも、一定の時間帯に分析対

象を限定する方が適している１１）。第３の理由は、

番組ジャンルの多様性の変化を扱った実証分析の

多くは、プライムタイムに限定した分析を行って

おり、本論文の対象をプライムタイムにすること

によって、既存研究との比較が可能になることで

ある。

分析手順としては、最初に番組表から番組を２０

のジャンルに分類し１２）、それぞれの番組ジャンル

別放送時間を放送局毎に集計する。民間放送局の

場合は、番組の途中や前後に広告が挿入される

が、ここでは番組表に掲載された放送開始時刻で
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放送時間を計算しており、広告時間は番組放送時

間に含まれる。

次に、垂直的番組ジャンルの多様性を計測する

ため、プライムタイムに占める番組ジャンル別放

送時間比率と、その２乗和であるHHIを算出す

る。ここで、各放送局が重視する番組ジャンルと

多様性の変化が明らかになる。また、水平的番組

ジャンルの多様性については、１９９０年、２０００年、

２０１０年のプライムタイムを３０分、あるいは、必要

に応じて１５分ずつに区切り、NHKと在京キー局

の間で、重複のない番組ジャンル数を数え、１週

間の平均値を算出した。

BSデジタル放送の開始による地上放送局の番

組編成への影響については、BSデジタル放送で

重視される番組ジャンルを対象に、資本関係にあ

る地上放送局で、その番組ジャンルの放送時間

が、BSデジタル放送開始前後で変化したか、否

かについて検証を行う。BSデジタル放送局が重

視する番組ジャンルに関して、BSデジタル放送

開始後に地上放送局の放送時間が減少したなら

ば、その番組ジャンルは BSデジタル放送に移行

した可能性が考えられる１３）。これに対し、BSデ

ジタル放送から長時間放送された番組ジャンル

が、地上放送局ではほとんど放送されていなかっ

たものであったならば、BSデジタル放送の開始

は視聴者の番組ジャンルの選択の幅を広げたと解

釈することができる。なお、NHKは、以前から

BSアナログ放送を提供していたこと、NHKは

地上放送と BSデジタル放送の双方で、複数の

チャンネルを有していることから、分析対象は、

地上放送と BSデジタル放送で１チャンネルずつ

を保有する５つの在京キー局とした。

BSデジタル放送の開始は、２０００年１２月であ

り、年２回の番組改編のデータは、２００１年より得

られる。本論文では、BSデジタル放送が重視す

る番組ジャンルを把握するため、BSデジタル放

送開始直後の２００１年と、数回の改訂を経て番組編

成が安定した２００７年の番組表データから、地上放

送の番組編成の分析と同様に、８月第１週と１１月

第３週に放送された番組を２０の番組ジャンルに分

類し、番組ジャンル別放送時間を集計した。この

２０の番組ジャンルから、BSデジタル放送のプラ

イムタイムの８割以上をカバーする上位７つの番

組ジャンルを分析対象とした。次に、その７つの

番組ジャンルについて、BSデジタル放送局と資

本関係がある地上放送局の２００１年と２００７年のそれ

ぞれ前後３年間の番組ジャンル別放送時間を比較

した。具体的に、２００１年の BS日本のケースで

は、BS日本の放送時間上位７つの番組ジャンル

に関して、日本テレビ放送網の１９９８年から２０００年

までの８月と１１月の当該番組ジャンルの放送時間

比率の平均値と、２００２年から２００４年の８月と１１月

の放送時間比率の平均値を求めた。その上で、日

本テレビ放送網の２期間の放送時間比率の平均の

差の検定を行い、BSデジタル放送の開始で地上

放送局の番組編成に変化があったか否かを検証し

た。資本関係にある他の BSデジタル放送局と地

上放送局、ならびに、２００７年の番組編成の関係に

ついても、同様の方法で検証を行った。

４ 分析結果

本節では、�項で前節の分析方法にしたがって

計測された結果の概要を示す。�項は、その結果

からの考察である。

� 結果の概要

表１は、放送局別にプライムタイムに占める２０

の番組ジャンル別放送時間比率を示したものであ

る。紙面の制約上、１９８５年から１９８９年を１９８０年代

後半、１９９０年から１９９４年を１９９０年代前半、１９９５年

から１９９９年を１９９０年代後半、２０００年から２００４年を

２０００年代前半、２００５年から２０１０年を２０００年代後半

として、その平均値を表示した。下から２番目の

HHIは、放送時間比率の２乗和で計算された垂

直的番組ジャンルの多様性の値である。放送時間

比率はパーセント表示であるが、HHIの値は、

最小値が０．０５、最大値が１であり、値が大きいほ

ど、多様性が低いことを示す。最下段の値は、前

期との放送時間比率の変化の程度を示すもので、

NHKの１９９０年代前半の欄の２７．７８６の値は、１９９０

年代前半の番組ジャンル別放送時間比率から１９８０
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年代後半の値を差し引き、その値の絶対値を２０の

番組ジャンルについて合計したものである。この

値が高いほど、前期と比較して、番組編成の変化

が大きいことを示す。表の最も右の列の全期変化

とは、２０００年代後半の放送時間比率と１９８０年代後

半の放送時間比率の差を示し、その欄の最下段

は、その差の絶対値の総和である。

表１�の NHKで放送時間比率が最も高い番組

ジャンルは、すべての期間でニュース、次いでド

キュメンタリーであり、２０００年代後半では、この

２つの番組ジャンルでプライムタイムのほぼ２／

３を占める。時系列の変化では、ニュースとバラ

エティが増え、スポーツと日本のドラマの放送時

間が減少した。表１�の日本テレビ放送網では、

１９８０年代後半で放送時間比率が最も高かったの

は、日本のドラマであったが、ドラマが減少した

一方、バラエティが増加し、１９９０年代前半では、

その順位は入れ替わった。２０００年代後半のバラエ

ティの放送時間比率は５９％で、１９８０年代後半の

２．４倍に達している。TBSテレビ、フジテレビ

ジョン、テレビ朝日も、バラエティが増え、日本

のドラマが減少していることは共通であるが、日

本テレビ放送網ほどの増加率ではない。表１�の

テレビ朝日の２０００年代後半で、最も放送時間比率

が高いのは、他の在京キー局と同様、バラエティ

であったが、その値は２７．８２７％で比較的低く、

ニュースの放送時間比率は、全期間にわたって

１８％台から１９％台が確保されていた。表１�のテ

レビ東京でも、バラエティが多いことは、他の在

京キー局と共通であるが、当初からドラマが少な

い一方、ドキュメンタリーや旅行・紀行の比率が

高く、他の放送局とは異なる番組編成をとってい

る。浅井（２０１０）は、２００９年の在京キー局の中で

テレビ東京の番組編成が、他の４局とは異なるこ

とを示しているが、このことは、１９８０年代後半以

降から当てはまっていたことになる。

最下段の対前期変化の絶対値の合計では、バブ

ル崩壊で在京キー局の経営が悪化した時期とその

直後に当たる１９９０年代前半あるいは１９９０年代後半

の値が大きく、この時期に番組ジャンル別放送時

間に変更をもたらす番組改訂が行われたことがう

かがえる。

さらに、変化の幅は放送局間で差異があるが、

バラエティ以外の多くの番組ジャンルで、放送時

間が減少した一方、その減少分がバラエティの放

送にあてられたことは、各放送局において共通で

ある。年間のプライムタイムにおけるレギュラー

番組を対象としたビデオリサーチの調査でも、

１９９０年代前半以降からバラエティを含む芸能の放

送時間が増加している。今回とビデオリサーチと

の調査方法は異なるが、番組ジャンル別放送時間

の推移は、ビデオリサーチの結果と類似する。

図１は、番組ジャンル別放送時間比率の２乗和

で計算された垂直的番組ジャンルの多様性の推移

を示す。５局HHI平均とは、在京キー局毎に計

算された５つのHHIの平均値を示す。５局集計

HHIとは、在京キー局の番組ジャンル別放送時

間を集計した上で、放送時間比率を算出し、その

２乗和を計算したものである。これは、関東地域

の全域で視聴可能な民間放送局の番組ジャンル別

放送時間のバランスの程度を示す。６局集計

HHIは、在京キー局に NHKを加えた６つの放

送局の番組ジャンル別放送時間を集計した上で算

定された垂直的多様性指標である。

在京キー局間では、表１で示すように重視する

番組ジャンルに差異がある。５局の放送時間を集

計することによって、ある程度、ジャンル別放送

時間が平準化され、５局集計HHIの値は、５局

HHI平均を下回り、多様性は高く表示される。

同様に、在京キー局と NHKの番組編成の相違か

ら、６局集計HHIは５局集計HHIの値を下回

る。また、１９８０年代後半の５局集計と６局集計の

HHIの差は、０．０１０から０．０１５の範囲内にとど

まっていたが、１９９０年代後半以降では、その差は

広がっており、NHKと在京キー局のプライムタ

イムにおける番組編成の差異が、１９９０年代以降、

広がったことが、ここからも確認される。

表２は、同一時間帯における重複を除く番組

ジャンル数の平均値として計算された水平的番組

ジャンルの多様性を示す。１９９０年８月では、NHK

と在京キー局の６局間で重複のない番組ジャンル

数が平均で４．５７１、在京キー局５局間では３．８６６で

浅井：地上放送局の番組編成の変化とBSデジタル放送導入の影響 ５



�日本テレビ放送網 （単位は、HHIを除き、％）
１９８０年代後半 １９９０年代前半 １９９０年代後半 ２０００年代前半 ２０００年代後半 全期変化

バラエティ ２４．９１７ ３０．２２０ ４０．９７６ ４８．３４５ ５９．０４３ ３４．１２６

トーク １．５８９ ２．１２５ ２．２８６ ２．１４３ ４．３８５ ２．７９６

ワイドショー ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．３５７ ０．２６８ ０．２６８

ニュース ３．１０７ ３．０１８ ３．８９３ ３．３９３ ２．７３８ －０．３６９

日本のドラマ ３０．１９０ ２４．５９５ １６．７８６ １５．０３６ １０．２２３ －１９．９６７

韓国のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外のドラマ １．５３６ ０．５３６ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －１．５３６

邦画 ３．３４５ ３．４２９ ３．３９３ ３．６２５ ２．８７２ －０．４７３

韓国の映画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外の映画 ２．８５１ ２．０３６ ３．３９３ ３．３９３ ３．８６９ １．０１８

アニメ ３．２１４ ２．１４３ ３．３９３ ３．５７１ ２．１１３ －１．１０１

ドキュメンタリー ４．９７０ １４．０１２ ７．２８６ ４．１９０ ０．８０４ －４．１６７

スポーツ １３．５７７ １３．４４０ １０．６３１ ９．８２１ ８．３４３ －５．２３４

音楽 ４．８９３ ０．６４３ ５．５３６ ３．２８６ １．６３７ －３．２５６

クイズ １．５００ １．６４３ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －１．５００

劇場公演 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

科学 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

旅行・紀行 ３．１４３ ０．５３６ ０．０００ ０．０００ ０．２６８ －２．８７５

料理 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

ミニ番組 １．１６７ １．６２５ ２．４２９ ２．８３９ ３．４３８ ２．２７１

合計 １００ １００ １００ １００ １００ ０

HHI ０．２１４ ０．２２１ ０．２４７ ０．２９７ ０．４１７

対前期変化の絶対値合計 ３１．１３１ ４０．１９０ １７．０９５ ２８．５６３ ８０．９５６

�フジテレビジョン

１９８０年代後半 １９９０年代前半 １９９０年代後半 ２０００年代前半 ２０００年代後半 全期変化

バラエティ ３３．６７９ ３６．８５７ ３７．０１２ ４１．０７１ ４５．８８８ １２．２０９

トーク ０．８９３ ０．１７９ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －０．８９３

ワイドショー ０．０００ ０．０００ １．７５６ ２．１４３ ２．３５１ ２．３５１

ニュース ２．６７９ ３．２３８ ２．４８８ ２．６７９ ３．８３９ １．１６１

日本のドラマ ２４．７０２ ２４．５８３ ２５．８５７ ２１．４６４ ２１．６６２ －３．０４１

韓国のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

邦画 ２．７８６ ２．０７１ ２．１０７ ２．７８６ １．７５６ －１．０３０

韓国の映画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外の映画 ４．０７１ ４．７８６ ４．６１９ ３．４２９ １．７１６ －２．３５５

アニメ ９．２８６ ５．４５２ ６．７５０ ２．６０７ １．２７０ －８．０１６

ドキュメンタリー ０．３２１ １．８１０ ０．３２１ ０．６７９ ０．０００ －０．３２１

スポーツ ９．５００ ７．２５０ １１．７６２ １０．６７９ ７．２２２ －２．２７８

音楽 ７．３２１ ２．４６４ ２．５７１ ４．１７９ ２．９４６ －４．３７５

クイズ １．０３６ ７．５００ ０．６７９ ４．０１２ ７．２２２ ６．１８７

劇場公演 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

科学 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

旅行・紀行 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

料理 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

ミニ番組 ３．７２６ ３．８１０ ４．０７７ ４．２７４ ４．１２７ ０．４０１

合計 １００ １００ １００ １００ １００ ０

HHI ０．２２１ ０．２３１ ０．２５５ ０．２７１ ０．３０３

対前期変化の絶対値合計 ２４．９７６ １８．８１０ ２１．６１９ １９．１８７ ４４．６１７

�テレビ東京

１９８０年代後半 １９９０年代前半 １９９０年代後半 ２０００年代前半 ２０００年代後半 全期変化

バラエティ ２４．４７０ ２７．４３５ ４５．８３９ ４８．６０１ ４５．４８１ ２１．０１１

トーク ２．５００ ０．５３６ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －２．５００

ワイドショー ０．０００ ０．３２１ ０．３２１ ０．０００ ０．０３０ ０．０３０

ニュース ０．７４４ ０．２８６ １．６４３ １．７１４ ０．７７４ ０．０３０

日本のドラマ ５．８２１ ８．７１４ ４．２５０ ５．０７１ ４．５４４ －１．２７８

韓国のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外のドラマ １．６７９ ０．６４３ ０．３２１ ０．３２１ ０．０００ －１．６７９

邦画 １．３３９ ２．０３６ １．３９３ ０．６７９ １．１４１ －０．１９８

韓国の映画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外の映画 ７．７８６ ６．７８６ ４．７５０ ６．１０７ ５．６５５ －２．１３１

アニメ ７．１４３ ５．１１９ ２．４７０ ６．９８２ ７．１３８ －０．００５

ドキュメンタリー ８．５１２ １１．５１８ ９．０７１ ７．３６３ １３．７００ ５．１８８

スポーツ １０．４６４ ７．６４３ ２．６４３ １．３５７ ０．６００ －９．８６４

音楽 ８．３３９ ４．８２１ ４．７５０ ３．５９５ １．２１５ －７．１２４

クイズ ６．６０７ ９．９９４ ６．７５０ ２．５７１ １．３３９ －５．２６８

劇場公演 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

科学 ０．３２１ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．１５９ －０．１６３

旅行・紀行 ８．１０７ ８．０００ １０．６３１ １１．０７１ １２．８４２ ４．７３５

料理 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

ミニ番組 ６．１６７ ６．１４９ ５．１６７ ４．５６５ ５．３８２ －０．７８５

合計 １００ １００ １００ １００ １００ ０

HHI ０．１４０ ０．１５５ ０．２５６ ０．２８１ ０．２６４

対前期変化の絶対値合計 ２６．５３６ ４４．７８６ １９．９２９ １９．４６２ ６１．９８８

�NHK
１９８０年代後半 １９９０年代前半 １９９０年代後半 ２０００年代前半 ２０００年代後半 全期変化

バラエティ ３．１２５ ５．２３８ ８．１８５ ８．４５２ ９．５２９ ６．４０４

トーク ０．６２５ ０．２３８ ０．３８７ ０．０００ ０．０００ －０．６２５

ワイドショー ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．４４６ ０．４４６

ニュース ３１．５３０ ３８．３９９ ３９．０５４ ４５．４４６ ４５．９６７ １４．４３８

日本のドラマ １４．７３２ １２．８５７ １４．１７９ ７．４７６ ９．３７０ －５．３６２

韓国のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外のドラマ １．９３５ １．４８８ ０．８３３ ０．０００ ０．０００ －１．９３５

邦画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．５４６ ０．５４６

韓国の映画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外の映画 ０．５９５ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －０．５９５

アニメ １．０３６ ０．９８２ ０．０００ ０．３５７ ０．３７２ －０．６６４

ドキュメンタリー １８．０３６ ２１．８７５ １９．２８６ ２０．１１９ １９．６２８ １．５９２

スポーツ １１．８９９ ７．３６９ ５．４８２ ６．８１０ ４．２９１ －７．６０８

音楽 ５．２３８ ４．４０５ ５．７４４ ６．５９５ ３．３７３ －１．８６５

クイズ ２．７９８ ３．８６９ ２．６７９ ２．１７３ １．７８６ －１．０１２

劇場公演 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．３７２ ０．３７２

科学 ２．２０２ ０．１７９ １．１３１ ０．０００ １．３３９ －０．８６３

旅行・紀行 ４．１９６ ２．０８３ ０．４４６ ０．３４５ ０．９４２ －３．２５４

料理 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

ミニ番組 ２．０５４ １．０１８ ２．５９５ ２．２２６ ２．０３９ －０．０１５

合計 １００ １００ １００ １００ １００ ０

HHI ０．１９０ ０．２３５ ０．２３２ ０．２７９ ０．２８０ ０．０９０

対前期変化の絶対値合計 ２７．７８６ １７．８８１ ２０．０６０ １３．６１３ ４７．５９５

�TBSテレビ
１９８０年代後半 １９９０年代前半 １９９０年代後半 ２０００年代前半 ２０００年代後半 全期変化

バラエティ ２１．３４５ ３２．６１９ ４０．３１０ ４３．５８９ ３６．７０６ １５．３６１

トーク ２．３２１ １．０４８ ０．０００ ０．０００ １．４４８ －０．８７３

ワイドショー ０．０００ ４．５４８ ４．２２６ ３．５３６ ４．５９３ ４．５９３

ニュース １３．９１７ ３．４２９ ４．５３６ ５．０００ ６．２８０ －７．６３７

日本のドラマ ２６．０７１ ２８．５２４ ２４．３９３ ２４．５３６ ２１．３２９ －４．７４２

韓国のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．２６８ ０．２６８

韓国以外の海外のドラマ ０．６７９ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －０．６７９

邦画 １．３５７ ０．６７９ ０．６７９ ０．０００ １．７２６ ０．３６９

韓国の映画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外の映画 ２．０７１ ２．７１４ ０．０００ １．３５７ ０．５６５ －１．５０６

アニメ ２．４２９ ２．１４３ ０．０００ ０．０００ ０．０００ －２．４２９

ドキュメンタリー ４．５７１ ４．９２９ ３．４７０ ２．０３６ ２．２７２ －２．３００

スポーツ ３．３９３ ４．２１４ ８．９２９ ７．２９２ １０．３１３ ６．９２０

音楽 ４．８７５ １．１７９ ３．２６２ ３．２５０ ３．２７４ －１．６０１

クイズ ９．７２６ ７．９８８ ７．３９３ ６．４２９ ７．６０４ －２．１２２

劇場公演 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

科学 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

旅行・紀行 ３．７２６ ２．９８８ ０．５１８ ０．０００ ０．２６８ －３．４５８

料理 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

ミニ番組 ３．５１８ ３．０００ ２．２８６ ２．９７６ ３．３５３ －０．１６５

合計 １００ １００ １００ １００ １００ ０

HHI ０．１７０ ０．２２４ ０．２６４ ０．２７８ ０．２５０

対前期変化の絶対値合計 ４０．１９０ ３１．１９０ １１．８６９ ２１．７６２ ５５．０２２

�テレビ朝日

１９８０年代後半 １９９０年代前半 １９９０年代後半 ２０００年代前半 ２０００年代後半 全期変化

バラエティ １２．９８２ １６．３７５ ２８．２１４ ２９．９６４ ２７．８２７ １４．８４５

トーク ０．０００ ０．１７９ ０．０００ ０．３２１ ０．０００ ０．０００

ワイドショー ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．８６３ ０．８６３

ニュース １８．９７６ １８．７３８ １８．４２９ １９．６１９ １９．６２３ ０．６４７

日本のドラマ ２７．２３２ ２２．６７９ ２３．８１５ ２０．６９０ １８．０２６ －９．２０６

韓国のドラマ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外のドラマ ０．４４０ ０．０００ ０．３２１ ０．６４３ ０．０００ －０．４４０

邦画 ０．０００ ０．０００ ０．７０８ １．３９３ １．１６１ １．１６１

韓国の映画 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

韓国以外の海外の映画 ６．７５０ ６．７８６ ４．７８６ ４．７８６ ５．１４９ －１．６０１

アニメ ９．４９４ ８．６５５ ５．５１２ ４．８２１ ４．０１８ －５．４７６

ドキュメンタリー ３．０７１ ４．２５０ ４．２５０ ０．０００ １．３８４ －１．６８８

スポーツ ７．３２１ １０．４２９ ４．２９２ ６．５１２ １０．２１３ ２．８９２

音楽 ２．５８９ ２．６０７ ４．５７１ ３．８５７ ３．２１４ ０．６２５

クイズ ４．１０７ ２．７１４ ０．３５７ １．４７６ ３．３０４ －０．８０４

劇場公演 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

科学 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

旅行・紀行 ２．５１８ １．８５７ ０．０００ １．６０７ ０．８６３ －１．６５５

料理 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

ミニ番組 ４．５１８ ４．７３２ ４．７４４ ４．３１０ ４．３５５ －０．１６３

合計 １００ １００ １００ １００ １００ ０

HHI ０．１７３ ０．１６１ ０．２００ ０．２０１ ０．２０２

対前期変化の絶対値合計 １６．２５０ ３１．９６４ １８．４２９ １６．３７７ ４２．０６５

表１ 番組ジャンル別放送時間比率の推移

大妻女子大学紀要
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あったが、２０１０年では、それぞれ４．０６３、３．３２１に

低下した。同一時間帯にバラエティに属する番組

が複数の放送局から放送されるケースが増えたこ

とにより、視聴者の番組ジャンルの選択の幅が縮

小していることがわかる。また、８月よりも１１月

の方が、すべての計測地点で水平的番組ジャンル

の多様性は低い。

表３は、BSデジタル放送の２００１年と２００７年の

放送時間比率で上位７つの番組ジャンルを取り上

げ、資本関係にある地上放送局において、その番

組ジャンルの放送時間比率が、どのように変化し

たのかを示したものである。左側の BSデジタル

放送局の欄は、放送時間比率が高い番組ジャンル

と、その放送時間比率（％）を示す。その右の欄

は、資本関係がある地上放送局の当該番組ジャン

ルの放送時間比率（％）の前後３年間の８月と１１

月の平均値である。最も右側の数値（％）は、前

後３年間の平均値に有意な差がある場合の有意水

準を示す。

BSデジタル放送局の上位７つの番組ジャンル

として、複数の放送局で旅行・紀行、スポーツ、

韓国を含む海外の映画やドラマが登場する。BS

ジャパンは、浅井（２０１１a）が指摘したように、

テレビ東京の番組編成と類似性が高いが、これ以

外の４つの BSデジタル放送局で多くの放送時間

が割り当てられている番組ジャンルには、資本関

係がある地上放送局とは異なるものが多い。

BSデジタル放送局の番組ジャンル別放送時間

比率を２００１年と２００７年で比較すると、２００７年で旅

行・紀行の放送時間比率が低下した放送局はな

かった。２００７年の BSデジタル放送局による旅

行・紀行の放送時間比率は、最小値が BSジャパ

ンの１０．８９３％、最大値は BS日本と BS朝日の

３６．６０７％と高い。これに対し、表１の在京キー局

の旅行・紀行の放送時間比率は、テレビ東京を除

くと、いずれの期間でも５％未満であった。つま

り、旅行・紀行は、BSデジタル放送の導入に

よって新たに確立された番組ジャンルと言うこと

ができる。

また、BS−TBSと BS朝日では、スポーツの

放送時間比率が高く、ここには、プロ野球中継や

ゴルフの番組が含まれていた。一方、TBSテレ

ビとテレビ朝日の２００７年以前の３年間の８月第１

週におけるプロ野球中継の回数は、TBSテレビ

で３回、テレビ朝日で２回に対し、２００８年から

２０１０年のプロ野球中継は、TBSテレビの１回で

あった。最近では、地上放送局から放送されてい

たプロ野球中継の一部が、BSデジタル放送局に

移行したことを示す。

テレビ東京を除く在京キー局では、ドキュメン

タリーの放送時間比率が当初から低かったが、こ

の４局では２００１年前後と２００７年前後で、比率が一

層低下した。ドキュメンタリーは、BSデジタル

放送では主要な番組ジャンルであり、地上放送か

ら BSデジタル放送へと移行しているようであ

る。

日本では２０００年代半ば頃から、韓国文化がブー

ムとなり、２００７年の BSデジタル放送では、韓国

のドラマが一定の放送時間比率を占めるように

なった。しかし、地上放送では韓国ドラマの放送

時間比率は僅かであり、韓国ドラマの放送は、主

に BSデジタル放送局から提供されている。ま

た、日本のドラマは、複数の BSデジタル放送局

で放送時間上位７に入った一方、地上放送局の放

送時間比率は低下した。この数値からは、日本の

図１ 垂直的番組ジャンルの多様性の推移

表２ 水平的番組ジャンルの多様性の推移

８月 １１月

５局対象 ６局対象 ５局対象 ６局対象

１９９０年 ３．８６６ ４．５７１ ３．５２７ ４．２８６

２０００年 ３．３９３ ４．０１８ ３．０５４ ３．７３２

２０１０年 ３．３２１ ４．０６３ ２．９８２ ３．７９５

浅井：地上放送局の番組編成の変化とBSデジタル放送導入の影響 ７



�２００１年 （単位 ％）

BS日本 日本テレビ放送網

導入前 導入後

スポーツ ２７．６７９ ７．９１７ ７．９１７

ニュース ２５．０００ ３．８６９ ３．１５５ ５％

旅行・紀行 １９．６４３ ０ ０

ドキュメンタリー １０．７１４ ６．１９０ ３．２３４ １％

邦画 ４．４６４ １．１３１ ２．２６２

韓国以外の海外のドラマ ４．２８６ ０ ０

クイズ ２．８５７ ０ ０

BS−TBS TBSテレビ
導入前 導入後

スポーツ ２５．８９３ ７．９７６ ７．５１０

旅行・紀行 １６．９６４ ０ ０

韓国以外の海外の映画 １６．０７１ １．１３１ ０

ニュース ８．０３６ ５．３５７ ５．０００

バラエティ ８．０３６ ４２．０４４ ４２．６０９

アニメ ７．１４３ ０ ０

ドキュメンタリー ５．３５７ ２．６７９ ０ ５％

BSフジ フジテレビジョン

導入前 導入後

バラエティ ２５ ３５．５０６ ４１．９３５

スポーツ １９．６４３ １２．４４０ １１．０１２

日本のドラマ １０．７１４ ２６．７８６ ２０．６３５ ５％

旅行・紀行 ９．８２１ ０ ０

邦画 ７．１４３ ２．３８１ ２．２６２

韓国の映画 ５．３５７ ０ ０

韓国以外の海外のドラマ ５．３５７ ０ ０

BS朝日 テレビ朝日

導入前 導入後

旅行・紀行 ３１．２５０ ０ ２．６７９ １％

ドキュメンタリー ３１．２５０ １．０７１ ０

スポーツ １０．８６３ ３．３９３ ５．２３８

ニュース ８．９２９ １９．６０３ １８．０９５

トーク ８．０３６ ０．５３６ ０

アニメ ３．５７１ ３．４５２ ５．８９３ １％

クイズ ３．４２３ ０．５３６ ０．２９８

BSジャパン テレビ東京

導入前 導入後

韓国以外の海外の映画 ３１．７２６ ５．６５５ ５．６５５

バラエティ １５．４４６ ４８．２７４ ４７．２６２

アニメ １５．０３０ ３．７２０ ８．２１４ １％

邦画 ７．４４０ １．１９０ １．１３１

日本のドラマ ７．１４３ ２．６７９ ５．６５５ ５％

ドキュメンタリー ７．１４３ ７．２１２ ９．７０２ １０％

音楽 ５．５０６ ３．３７３ ２．９７６

�２００７年 （単位 ％）

BS日本 日本テレビ放送網

前期 後期

旅行・紀行 ３６．６０７ ０ ０

音楽 １５．１７９ ３．８４９ ０．５３６ ５％

韓国のドラマ １４．２８６ ０ ０

ドキュメンタリー １０．７１４ ２．１６３ ０ ５％

韓国以外の海外のドラマ ７．１４３ ０ ０

日本のドラマ ７．１４３ １２．７０８ ８．６９０

バラエティ ３．５７１ ４８．８３９ ６４．８４１

BS−TBS TBSテレビ
前期 後期

スポーツ ２６．７８６ １０．７５４ １．１３１ １％

旅行・紀行 １６．９６４ ０ ０．５３６

ニュース １４．２８６ ４．０４８ ７．９１７

ドキュメンタリー １２．５００ ２．７９８ １．７４６

音楽 ７．１４３ ３．２７４ ３．２７４

邦画 ７．１４３ ０ ２．３２１

韓国のドラマ ３．５７１ ０ ０．５３６

BSフジ フジテレビジョン

前期 後期

バラエティ ２５．８９３ ４３．７３０ ５２．４１１ １０％

旅行・紀行 １５．１７９ ０ ０

音楽 １３．３９３ ３．５１２ ３．２１４

ドキュメンタリー １０．７１４ １．１３１ ０

日本のドラマ ６．２５０ ２０．１３９ １９．１２７

料理 ５．３５７ ０ ０

アニメ ４．４６４ １．４０９ １．７０６

BS朝日 テレビ朝日

前期 後期

旅行・紀行 ３６．６０７ ２．２６２ ０ ５％

スポーツ １１．６０７ １４．０６７ ６．２００

トーク ９．８２１ ０ ０

ニュース ８．０３６ １７．７６８ ２０．２２８ １０％

韓国のドラマ ７．１４３ ０ ０

日本のドラマ ６．２５０ ２０．８４３ １７．２６２

バラエティ ５．３５７ ２８．３３３ ２６．７９０

BSジャパン テレビ東京

前期 後期

バラエティ １６．０７１ ４８．４８２ ４５．８１３

アニメ １６．０７１ ６．６１７ ８．８５９

ドキュメンタリー １３．００６ １２．１４３ １４．７２２

韓国以外の海外の映画 １１．９６４ ６．７８６ ４．５２４

旅行・紀行 １０．８９３ ９．５８３ １３．７８０

韓国のドラマ １０．５６５ ０ ０

日本のドラマ ８．９２９ ５．９５２ ２．１２３ １０％

表３ 資本関係にある地上放送局とBSデジタル放送局の番組ジャンル別放送時間比率の変化

�の地上放送局の導入前の数値は、１９９８年、１９９９年、２０００年の地上放送局の番組ジャンル別放送時間比率の平均値、導入後の数値は、
２００２年、２００３年、２００４年の平均値である。
�の地上放送局の前期の数値は、２００４年、２００５年、２００６年の地上放送局の番組ジャンル別放送時間比率の平均値、後期の数値は、２００８
年、２００９年、２０１０年の平均値である。
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ドラマの放送が、地上放送局から BSデジタル放

送局に移行したように見える。しかし、BSデジ

タル放送局で放送された日本のドラマは、既に地

上放送局から放送された番組であり、BSデジタ

ル放送局による番組の再利用にあたる。このた

め、地上放送局における日本のドラマの放送時間

比率の低下を BSデジタル放送の導入に求めるこ

とは適切ではない。

� 考察

２６年間のプライムタイムにおける地上放送局の

番組編成を俯瞰すると、バラエティの放送時間が

大幅に増加し、これ以外の大部分の番組ジャンル

では放送時間の減少が見られた。地上放送局、特

に、在京キー局では、バラエティの放送時間の集

中度合いが高まり、時系列では視聴者の番組ジャ

ンルの選択の幅は縮小しつつあると言える。この

傾向は、ビデオリサーチのデータで番組ジャンル

の時系列変化を分析した浅井（２０１１b）の結果と

も一致する。

表２の水平的番組ジャンルの多様性指標を放送

局数で除した１局当たりの多様性は、１９９０年では

０．７を超えていたが、２０１０年１１月の在京キー局を

対象とするケースでは０．５９６で、僅かではある

が、０．６を下回った。水平的番組ジャンルの多様

性を計測した Einstein、Hellmanと Li and Chi-

angの１局当たりの値は、０．６から０．８の範囲内に

ある。本研究で直近になるほど特定の番組ジャン

ルへの放送時間の偏りが高まっているように、海

外においても、それぞれの実証分析以降に水平的

番組ジャンルの多様性が低下した可能性は考えら

れる。しかし、このことを考慮しても、表２の

２０１０年の数値からは、BSデジタル放送が視聴で

きない世帯にとって、地上放送局が十分な番組

ジャンルの選択肢を提供しているとは言い難い状

況であろう。

２００９年の地上放送局の番組編成を分析した浅井

（２０１０）は、公共放送と民間放送では、重視する

番組ジャンルに相違があることを示した。本論文

でも、NHKと在京キー局の番組編成の違いは確

認されたが、その相違の程度は、時系列で大きく

なっていることが、今回の分析から明らかになっ

た。Tsourvakas（２００４）は、ギリシアの公共放

送では、競争導入以降、娯楽番組が増え、公共放

送の番組編成が民間放送局の編成に近づいたこと

を示した。日本では、表１が示すように NHKと

在京キー局の番組編成に相違点が多く、NHKの

番組編成は、在京キー局の特定の番組ジャンルへ

の偏りを是正する役割を果たしているということ

ができる。

番組編成の変化には、番組制作費用の制約、機

械式個人視聴率調査の導入による広告主の意向、

視聴者ニーズの変化、BSデジタル放送という新

たなチャンネルの登場等の複数の要因が考えられ

る。前半３つの項目と番組編成との関係について

は、浅井（２０１１b）が、ビデオリサーチのデータ

を使って、終日とプライムタイムの双方を対象に

取り扱っており、以下では、BSデジタル放送の

登場の地上放送局の番組編成への影響に絞って考

えてみたい。

２０１０年の８週間における地上放送局と BSデジ

タル放送局の番組編成を分析した浅井（２０１１a）

は、テレビ東京と BSジャパンの組み合わせを除

く資本関係がある地上放送局と BSデジタル放送

局では番組編成が異なることを示した。本研究で

も、BSデジタル放送で重視される番組ジャンル

の地上放送における放送時間比率は低く、浅井

（２０１１a）と同様の傾向が見て取れる。川原崎

（２００５）や大崎（２００９）は、BSデジタル放送局

が中高年層の視聴者を重視した番組編成を行って

いること、その一環として、旅行・紀行の番組を

充実させていること、韓国ドラマが BSデジタル

放送の視聴者獲得に貢献していることを述べてい

る。旅行・紀行や韓国ドラマは、表１と表３から

示されるとおり、地上放送局から放送される機会

が少なく、BSデジタル放送が登場したことに

よって、視聴者の視聴機会が格段に増えた番組

ジャンルと言うことができる。また、地上放送局

から放送されていたプロ野球中継が、BSデジタ

ル放送に移行したことを、BSデジタル放送開始

の地上放送局の番組編成への一次的影響と表現す

るならば、その空いた地上放送局の時間帯に、プ

浅井：地上放送局の番組編成の変化とBSデジタル放送導入の影響 ９



ロ野球以外のスポーツではなく、バラエティが割

り当てられた結果、地上放送局のバラエティの放

送時間比率が上昇したことは、BSデジタル放送

導入の二次的影響と言い表すことができる。同様

に、ドキュメンタリーは、BSデジタル放送で２

番目の位置づけであるが、テレビ東京以外の在京

キー局では、地上放送での放送時間を減少させ、

その減少部分がバラエティの放送にあてられてい

ると解釈できる。

在京キー局のプライムタイムにおいて、バラエ

ティが増加していることの背景には、広告主の意

向等の複数の要因が作用していると思われる

が１４）、テレビ東京の番組の全国的伝送手段として

の機能を有する BSジャパンを除き、BSデジタ

ル放送局が、中高年層向けの番組を放送すること

により、在京キー局が若者向け、あるいは、娯楽

性が高い番組編成に移行する環境を整えたこと

も、背景の一つとして挙げることができるだろ

う１５）。このような地上放送局の番組編成の変化に

よって、視聴可能なチャンネルが地上放送局のみ

の受信者にとっては、番組ジャンルの選択肢は以

前と比べ狭くなったが、BSデジタル放送が受信

可能な視聴者については、地上放送と BSデジタ

ル放送の番組編成の差別化によって、新たなジャ

ンルの番組に触れる機会は増加したと言える。

５ おわりに

本研究では、１９８５年以降の NHKと在京キー局

の番組ジャンル別放送時間の分析を通じて、地上

放送の番組ジャンルの選択肢が縮小傾向にあるこ

と、地上放送局から BSデジタル放送局に移行し

た番組ジャンルがある一方、BSデジタル放送の

登場で新たに確立された番組ジャンルも存在する

ことが示された。

地上放送がアナログ方式で提供されていた時代

では、デジタル放送受信機の設置の有無で地上放

送と BSデジタル放送の視聴者層の棲み分けが可

能であった。しかし、地上デジタル放送への移行

は、デジタル放送受信機の普及を通じて、BSデ

ジタル放送の受信可能世帯の増加をもたらした。

在京キー局と資本関係にある BSデジタル放送局

は、いずれも広告によって収入を得ており、有料

放送の形態ではない。受信設備を備えるだけで視

聴可能になるという点では、地上放送と BSデジ

タル放送の区別は曖昧である。さらに、２００８年の

放送法改正によって、認定放送持株会社制度が導

入され、これまでに在京キー局３社と BSデジタ

ル放送局を含む関連企業が、この制度を利用した

組織再編を行った。新たな組織の下で、地上放送

局と BSデジタル放送局の一体的行動が強まるな

らば、双方の放送局の番組編成方針にも一層の変

化が生じることが想定される。

また、放送局は、従来から教養、教育、報道、

娯楽番組の相互間の調和が要請されており、２０１０

年の放送法改正により、地上放送局と BSデジタ

ル放送局には放送番組種別の基準を公表すること

が義務づけられた。この放送法改正時の主たる問

題意識は、最近増加している通信販売番組の分類

の不明確さにある。しかし、今回の分析から、番

組調和原則が存在していた中で、番組ジャンルの

偏りと多様性の低下が確認され、改めてこの原則

の意義と実効性が問われることになった１６）。

さらに、地上放送の番組ジャンルの多様性は低

下したが、BSデジタル放送を含めると、視聴者

の番組ジャンルの選択肢は広がったことが示され

た。視聴可能なチャンネル数が増加する中で、

個々の放送局に対し、番組調和原則として垂直的

多様性を求める意義についても、見直す時期にき

ているのであろう。
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脚注

１）放送法第１０６条。

２）１６の番組ジャンル別放送時間比率の２３年間の

変動係数の平均値は、終日の０．２３４に対し、

プライムタイムでは０．６８９であり、プライム
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タイムの方が、番組ジャンル別放送時間比率

の変動は大きかった。

３）現在、認定放送持株会社に移行したところも

あるが、BS日本は日本テレビ放送網、BS−

TBSは TBSテレビ、ビーエスフジはフジテ

レビジョン、ビーエス朝日はテレビ朝日、BS

ジャパンはテレビ東京を主たる出資者として

いた。また、これ以外にWOWOWが当初か

ら BSデジタル放送に参画しているが、その

WOWOWの主たる出資者は、３つの在京

キー局あるいはその認定放送持株会社であ

る。

４）垂直的多様性と水平的多様性以外に、Cuilen-

burg（１９９９）が提案した視聴者の嗜好を反

映した多様性指標（reflective diversity）

や、情報への均等なアクセス確保の多様性指

標（open diversity）がある。Wurff and

Cuilenburg（２００１）は、これらの指標値を

使って、多様性と競争環境の関係についての

実証分析を行った。

５）McDonald and Dimmick（２００３）は、同じ

米国のラジオ放送の番組ジャンルの多様性を

HHIとエントロピーの双方で計測したとこ

ろ、ここから得られる結論に変わりはなかっ

たことを報告している。

６）地上放送局と BSデジタル放送局の中には、

分析期間中に名称を変更したところがある

が、本論文では２０１１年時点の放送局の名称で

表記する。

７）１９９２年では、８月第１週の一部が、オリン

ピック開催期間中であり、７月下旬には国政

選挙関係の番組が編成されていたことから、

この年は７月第１週を調査対象とした。これ

以外の調査対象は、８月第１週と１１月第３週

である。

８）ここでのミニ番組とは、放送局が自局の番組

を紹介する短時間の番組や、各地の風景や生

活様式を６分程度で紹介する番組を指す。

９）テレビの視聴行動を分析した荒牧・平田

（２００８）は、ほとんど、あるいはまったく録

画を行わない者が調査対象者の５３％、録画回

数が月に１、２回と回答した者が２２％で、両

者の合計が３／４を占めるという結果を報告

している。また、録画した番組の多くは、映

画とドラマであったことも併せて報告されて

いる。

１０）性別・年齢層によって、時間帯別視聴状況が

異なることは、NHK放送文化研究所編

（２００３）による。

１１）本研究では、時間帯の重要度からプライムタ

イムを取り上げたが、終日を対象とした上

で、視聴者層が同一と思われるいくつかの時

間帯に分け、それぞれの時間帯で今回と同じ

分析を行う方法も考えられる。

１２）分類に当たっては、東京ニュース通信社や

Yahooが webサイト上で公開している番組

表の分類、東京ニュース通信社が発行する

『月刊デジタル TVガイド』、『TV Japan

関東版』等の分類、ならびに当該番組を放送

する放送局の分類等を参考にした。

１３）地上放送局の番組編成には、地上放送局の経

営状況を背景とする番組制作費用の変化、機

械式個人視聴率調査の導入、視聴者の嗜好の

変化等の BSデジタル放送導入以外の要因

が、作用したと考えられる。これら３項目と

番組改編の関係については、浅井（２０１１b）

で議論される。

１４）個人視聴率導入による広告主の意向の番組編

成への影響については、NHK放送文化研究

所編（２００３）pp．９２－９３。また、日本テレビ

放送網の２０１０年３月期のアニュアルレポート

では、従来はプロ野球中継やドラマで５０歳以

上の視聴者を獲得していたのに対し、広告主

のニーズより、１３歳から４９歳の年齢層に訴求

するメディアに位置づけを変化させてきたと

述べている（p．２６）。機械式個人視聴率導入

後に芸能の放送時間が大きく上昇したこと

は、浅井（２０１１b）でも示されている。

１５）本論文の対象外であるが、在京キー局は CS

放送を提供する企業に出資を行っており、

CS放送への関与が地上放送局の番組編成に

影響を与える可能性は考えられる。しかし、
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CS放送は BSデジタル放送のチャンネル数

を大幅に上回り、かつ、CS放送加入者数

は、BSデジタル放送受信可能世帯より少な

い。このため、CS放送に関与することが、

BSデジタル放送以上に地上放送局の番組編

成に大きな影響を与えたとは考えにくい。

１６）村上（２０１１）は、多チャンネル時代を踏まえ、

番組調和原則の抜本的見直しの必要性を主張

している。
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Changes in Programming of Terrestrial Broadcasters and
the Impact of the Introduction of BS Digital Broadcast

SUMIKO ASAI

School of Social Information Studies, Otsuma Women’s University

Abstract
This study examined the changes in program diversity and the impact of the introduc-

tion of BS digital broadcast on programming of terrestrial broadcasters, using program-

ming data of NHK and 5 large-scale private broadcasters that have ownership of BS digi-

tal broadcasters from 1985 to 2010.

The results showed that broadcast hours of entertainment programs largely increased,

while broadcast hours of programs in other genres decreased, thereby, vertical and hori-

zontal diversity declined. Second, this study found that programming differed between

terrestrial broadcast and BS digital broadcast. Therefore, the introduction of BS digital

broadcast provided audience who can watch BS digital broadcast with a wide choice of

program genres, although diversity of terrestrial broadcast declined.

Key Words（キーワード）
programming（番組編成），vertical diversity（垂直的多様性），horizontal diversity（水

平的多様性），BS digital broadcast（BSデジタル放送）
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